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Ⅰ．本論文の目的と構成  
 
中国では国民に重大な健康被害を与える環境汚染事件が多発しているが、
特に２０１０年の紫金山金銅鉱汚染事件のように、行政機関が規制権限を
有しているにもかかわらず、その不行使によって深刻な大規模環境破壊を
発生させている事実がある。本論文は、このような中国の行政権限不行使
を生み出す原因がどこにあるのかを行政法学の観点から検討し、その改善
策を提起することを目的とする。この研究目的の達成方法として、まず本
論文は、かつて同様な権限不行使による大規模環境破壊を生み出した日本
の豊島事件（香川県）をモデルとして分析し、この環境破壊を生み出した
原因として、「環境行政組織の脆弱性」、「違法行為に対する制裁の脆弱性」、
「強制執行の機能不全」、「情報公開と住民参加の不十分」の４点を析出す
る。ついで、この４点を分析の座標軸として設定し、それらを４つの章に
分割して、それぞれの座標軸から中国の権限不行使による大規模環境破壊
の構造と原因を再構成して明確化したうえで、中国における環境規制行政
の改革の方向性を提示する。制裁と住民参加における改革の方向性の検討
については、日本よりも先進的な制度を採用していると評価されるアメリ
カやカナダの制度も座標軸として設定し検討をしている。  
そして、以上のような検討を踏まえて、４つの個別的な問題の中国にお
ける検討から、中国の環境規制法制が、その規制体系を主として行政機関
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と事業者との二面関係として構成しているという根本的問題があることを
指摘し、それに住民を加えた、いわゆる三面関係として規制体系を再構築
することが、中国環境行政における真の実効性確保を実現するための原理
的課題であると結論づけている。  
 
 
Ⅱ  本論文の内容  
 （１）序章  
 本論文における分析の座標軸を設定するために、豊島事件の経緯を許可
申請時、不法投棄時、救済段階時という３つの段階に分けて詳細に追跡・  
検討し、豊島事件を生み出した「環境行政組織の脆弱性」、「違法行為に対
する制裁の脆弱性」、「強制執行の機能不全」、「情報公開と住民参加の不十
分」という４つの原因を析出する。この事件の経過の検討のなかでは、行
政機関が大規模な環境破壊の危険性を認識しながら、事業者の暴力的対応
もあり、当初、問題を行政指導で解決しようとした点に注目し、この点に  
従来の日本における環境行政の特徴と問題があったことを指摘する。  
 そして、この豊島事件等を契機として、その後に実現された日本での環
境行政組織や環境規制諸法律の改正を丹念にフォローし、この改正は豊島
事件と同種の事件が多発する中国での環境行政規制や救済方法の改善策を
模索する本研究にとっては、極めて示唆に富むものであるとしている。  
 
（２）第一章  環境行政実効性確保と環境行政組織  
本章は、中国の複雑な行政組織における中央政府と地方政府の縦関係の
構造、さらには同一地方組織内での中心組織（政府）と他の部局との横の
関係についての整理をし、まず現在の中国は中央集権体制が弱められてき
ていることを指摘する。  
 そのうえで、環境行政の規制権限が多様な組織に分散されており、それ
が規制の競合や、責任組織の不明という事態を引き起こしていると分析す
る。そして、この分散・競合は結果的に、一方で産業推進部門と環境規制
部門の組織的融合という事態を発生させているが、他方で、上級環境規制
部門による下級行政規制部門への指導や命令といった監督権限の行使を制
限する結果をまねいているとする。後者の関連でいえば、紫金山金銅鉱事
件における大規模環境破壊は、規制権限を有していた下級環境行政組織が
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迅速に対処すべきことの命令を、事態を把握していた上級組織が組織法的
管轄の制限から出すことができなかったことに大きな原因があったとする。
また上級行政機関が経営主体である事業所に対しては、その事業所が所在
する地域を管轄する下級行政組織は規制権限を行使できないということも
重大な問題であると指摘する。  
ついで、本章では、日本の公害紛争処理制度の成立と発展を、公害等調
整委員会や都道府県公害審査会等が実際の事件において果たした役割を詳
細に分析して、それらが公害紛争処理にとって、公平性、効率性、低コス
ト、柔軟性という点で優れた機能を果たしていると高く評価する。  
以上の検討を踏まえたうえで、中国での環境行政の実効性を確保するに
は、環境政策を実施し、環境違法行為の取り締まりを担当する環境行政組
織 (中国の中央政府の環境保護部 )以外に、環境行政を監督し、迅速に住民
の通報・不満を処理する第三者組織が必要であることを強調する。しかし、
現状での中国においては、このような第三者組織の創設には困難があるこ
とから、より現実的な環境行政組織の改革をめぐって提案されている二つ
の議論を取り上げ、そのメリッットとデメリットを検討する。一つは、環
境行政を地方行政府から独立させる案であり、もう一つは、環境問題につ
き地方政府を中央の環境行政保護部からの指揮監督のもとに置くという案
である。  
本論文は、前者の案が有効であるとするが、従来からの公害型のみでな
く、新しく都市型・生活型の環境問題が拡大している現在、地方政府と切
り離す形態での独立環境行政組織は、中国の現実からして有効に機能しな
い可能性があるとする。  
 
（３）第二章  環境行政実効性確保における制裁  
 まず、豊島事件以降の日本環境行政規制における制裁の手法の変化を検
討してゆく。豊島事件では、汚染者に対する制裁、特に間接汚染者である
廃棄物の排出業者に対する制裁の軽さが大規模環境破壊を生み出す原因の
一つであったとし、廃棄物処理法が改正され、刑罰の上限が引き上げられ
るとともに、排出業者の責任追及制度が導入された経緯に注目する。  
ついで、初めて排出業者の責任追及制度を導入したアメリカのスーパー
ファンド法の制裁手法の仕組みを検討する。アメリカでのスーパーファン
ド法が成立する経緯を整理するとともに、この法律における潜在的責任当
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事者の責任追及制度が日本における廃棄物排出業者の責任追及と比べて、
その制裁範囲が広く、汚染企業への融資者までも制裁の対象とするという
特徴を持っていることに注目する。  
以上の検討を踏まえて、環境行政における汚染者に対する制裁に関して、
アメリカのスーパーファンド法と日本の廃棄物処理制度の制裁の仕組みと
を比較・分析したのち、いずれにしろ廃棄物排出業者の責任追及制度の導
入が中国環境法にとって不可決である旨を主張する。  
さらに環境破壊に対する制裁として、中国には刑罰を科すに至らない違
法行為に対する行政刑罰制度（警告・罰款（過料）・不法財産の没収・行政
拘留等）を定めた行政処罰法があることに着目し、これによる制裁の実態
を分析したうえで、この制度の活用を主張している。また２０１４年改正
の中国環境保護法が環境犯罪に対する刑罰の強化として採用した連続処罰
（環境違法行為に対する一日単位での連続的過料）や人身拘留（刑事処罰
ではない公安機関による身体の拘束）、連帯責任（汚染者とともに環境影響
評価をおこなう専門的第三者の処罰）制度は、問題も残されているが有益
な制裁手法であるとしている。  
ただ、環境犯罪に対する刑罰の強化については、時に暴力的集団が関与
する環境行政分野での紛争には警察は関与しないとされている中国の現状
をどう評価するか、という問題が残されていることを指摘している。  
 
（４）第三章  環境行政実効性確保における行政強制執行  
 中国では、２０１１年６月、それまでの１０年以上にわたる混乱と論争
を経て、行政強制法（以下、２０１１年法という）が制定された。そこで
は、行政強制が人民法院（裁判所）によっても部分的に執行さうるとする
１９８０年代からの中国の行政強制制度の存在のもと、「一般的に人民法院
が強制執行を行い、例外的に行政機関が強制執行を行う」とする原則が「事
実上」確立されることになった。本章は、１９４９年の新中国成立から１
９８０年代までのソ連型の部分的に裁判所による行政強制を認める制度の
影響を受けていた時代から、行政による行政強制権限の濫用が問題とされ
るなかでの裁判所による行政強制制度拡大の議論の高まり、そして部分的
な法改正を経て、裁判所による行政強制を原則とする２０１１年法の成立
までの歴史を丹念にフォローしている。  
そのうえで、２０１１年法の仕組みを整理・検討してゆくが、裁判所が
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行政強制を行う場合、それは「非訴訟行政執行手続」という特別な手続に
より執行がなされる。本章は、この手続を「申請手続」、「判断手続」、「執
行手続」という三段階に分けて解説・検討している。このなかの執行手続
では、人民法院（裁判所）の行政法廷が強制執行の裁定（決定）をおこな
い、執行廷（人民法院の執行部門）が執行を行うこととされているが、人
民法院に執行を申請する行政機関自身に執行能力があると判断した場合、
強制執行の裁定は人民法院が判断するとしても、実際の執行を処分庁に担
当させる「委託執行」とよばれる方法が選択される事例も多いとしている。  
本章は、この強制執行に関しては、現在、環境行政領域ではない土地収
用に関する領域で問題が発生していることにも言及している。土地収用を
めぐっては、地方政府が性急に政治的成果を追い求める結果、適正手続に
よらない強制執行を行ったり、場合によっては警察力を使っての強権的な
強制執行を行ったりするケースが少なからず出現するところとなった。こ
れへの対処として国務院が２０１１年１月の条例で、土地収用の強制執行
は人民法院によって執行しなければならいと定めるところとなった。しか
し、この定めによれば人民法院への行政強制の申請件数が急速に増大する
ことは避けられず、最高人民法院は、人民法院の強制執行部門の職員不足
を理由に反対したが、両者の対立が調整されないままに当該条例が制定さ
れるところとなった。そして、その後、強制執行の裁定（決定）は人民法
院が行うが、強制執行の実施は行政機関が担当する委託執行という方法を
とってよいとすることで妥協がはかられたという経緯が紹介されている。
ちなみに２０１３年度の行政訴訟提起は１２３，１９４件であるのに対し
て、強制執行の申請件数は１７０，０８９件となっている。  
そのほか本章は、人民法院の強制執行部門の加重負担の問題が、土地収
用領域以外でも発生していることを指摘するとともに、人民法院が申請を
受けて強制執行を決定する際の審査において、強制執行の根拠となる行政
処分の名宛人の意見を聞くのは例外的である現在の運用実態から、人民法
院の裁定が形骸化し、人民法院が行政機関の執行代行機関となって司法機
関としての国民の信頼を失う危険性があることを指摘するなど、強制執行
を司法機関が原則としておこなう中国の制度にも、改善すべき多くの問題
が残されていることを強調している。  
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（５）第四章  環境行政実効性確保と公衆関与  
 環境行政の真の意味での実効性確保には、行政組織や規制手法の改革で
は足りず、環境行政実施の過程における環境利益の代表者の関与が必要で
あることから、本章では、環境行政における情報公開と公衆参加の問題を
検討する。  
まず、環境行政における公衆関与が認められている制度としては、環境
影響評価制度がその代表的なものである。しかし、一般的に環境影響評価
において、環境に関する情報を提供するのは行政または開発業者であるた
め、その情報の正確さ、十分さについて、専門知識を持っていない公衆は
十分な検証ができず、たとえ疑問を持っていても反論できない場合が少な
くない。本章は、このような従来の公衆参加が持っている弱さを克服し、
真の公衆参加を実現する制度を実現しなければならないとして、カナダの
環境影響評価制度に注目する。ここでは、環境影響評価に参加する関係者
に調査基金を提供する参加者基金プログラムが設けられており、この援助
により公衆は、問題と考える点を専門家に依頼して調査すること等が可能
となって、専門技術的レベルでも事業者と対等に、実質的な内容のある議
論を戦わせることが可能になったとし、このような制度の日本や中国への
導入が急務であるとする。さらに、環境行政過程における公衆参加を実質
化するためには、参加者基金プログラムとならんで、行政側からの積極的
な情報開示・提供が必要であるとする。  
 さらに本章は、カナダの制度の基礎にあるＥＵのオーフス条約を取り上
げ、環境行政の公衆関与について公衆の環境情報へのアクセス権、環境に
関する政策決定への参加権、司法へのアクセス権というオーフス条約が掲
げる三つの権利を保障することなくしては、真の公衆参加は実現できない
とする。  
 
（６）終章  
 最後に、中国環境行政制度を、従来の二面関係的理解から三名関係的理
解に構造転換しなければばらないことを述べた後、本論文で研究対象とす
ることができなかった問題を将来の研究課題として提示している。  
中国の環境行政規制の仕組みは、基本的に行政と被規制者という二つの
主体で構成された二面関係を基礎とした構造になっており、環境問題によ
る被害を受けた住民は第三者として取り扱われる。そのため、行政は「公
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益」のために環境規制を行い、行政の環境規制により住民が享受する利益
は「反射的利益」とされ、直接に行政に対して規制権限の行使を請求する
ことができないものと構成されてきた。このような環境行政規制の二面関
係的構造はかつて日本においても存在しが、四大公害のような甚大な公害
問題の教訓を受けて、日本の環境行政の法理論・法制度は、二面関係の構
造から、住民の利益を考慮する三面関係構造に変更された。三面構造的理
解によれば、特に住民の生命・健康にかかわる環境問題について、行政に
対する規制権限行使の請求権が住民に認められ、規制権限の不行使によっ
て住民の生命・健康に被害を及ぼす場合の不作為の責任追及が明確に認め
られることになる。  
そして本論文で検討できなかった問題に触れ、排出権取引のような経済
手法、予防原則に従うリスク事前規制手法等は、環境破壊防止にとって実
効性のある手法であるが、これらについては将来の研究課題であるとする。
また、環境規制権限不行使による被害への国家賠償も本論文の問題関心に
直結する問題であるが、これも将来の研究課題とされる。  
 
 
Ⅲ．本論文の評価  
 本論文は、現在の中国で多発する大規模環境破壊を、広い意味での、よ
り実効性のある行政規制システムの構築をもって食い止めなければならな
いとする危機感が基礎にあり、迫力のある論文となっている。  
 さて、本論文は日本の豊島事件をモデルとして分析し、この環境破壊を
生み出した原因として、「環境行政組織の脆弱性」、「違法行為に対する制裁
の脆弱性」、「強制執行の機能不全」、「情報公開と住民参加の不十分」の４
点を分析の座標軸として析出するとともに、さらに、これらを克服するた
めの日本、アメリカ、カナダの取り組みを座標軸に組み込み、この座標軸
のもとで中国の権限不行使による大規模環境破壊の構造を再構成し、中国
における環境規制行政の改革の方向性をさぐろうとするものであるが、こ
の点に本論文の評価点と問題点が存在するといえる。すなわち具体的な豊
島事件から導いた座標軸の設定で論点が明確化され、本論文の論旨は明快
に展開されるものとなっている。しかし、この座標軸は環境規制問題の総
体からすると若干の狭さを感じさせるものになっていることは否めない。  
 以上のような総体的な評価のもとで、まず評価すべき点をあげる。  
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 まず、環境規制組織のあり方が、行政による環境規制の実効性確保に決
定的な意義を有するとの視座を設定できていることである。実効性確保を
論じるという場合、一般的には行政強制場面での作用法的手法論の議論に
限定される傾向があるが、中国の現状からして、まずは環境行政組織の改
革が必要であることを正確に見抜いている。中国での環境行政組織は中央
集権的で一元的な構造もっているとの印象があるが、現在の中国では、環
境行政の規制権限が多様な組織に分散されており、規制の競合、さらには
責任組織の不明という事態を引き起こしている実像を具体的に示すことが
できている。中国環境行政組織における中央政府から４種の地方政府の縦
系列の関係、各地方政府内の環境行政部門と他の部門との横系列の関係で
叙述される組織の分散・競合・対立は、中国の環境行政組織の現状を理解
するうえで有益なものであり、中国での環境規制部門と産業推進部門の分
離の実現の困難さを描き出している。  
 第二は、上記の問題とも関連するが、２０１１年行政強制法で、「一般的
に人民法院が強制執行を行い、例外的に行政機関が強制執行を行う」とす
る原則が「事実上」確立されることの光と影にかかわる検討は、極めて興
味ある内容となっており、特に、この原則が実際に発生させている、もし
くは発生させる可能性のある問題の指摘は、これまで日本では十分に紹介
されてこなかったところであろう。そして、この裁判所による強制執行と
いう手法については、日本でも従来から部分的導入論が存在しているが、
本論文の中国における運用実態の分析・評価は日本における導入論の検討
にも有益である。  
 第三に、環境破壊や紛争が多面的な構造をもっており、この問題への行
政法学的アプローチを、従来の二面構造的視点（規制行政庁と加害企業）
のもとで、単に被害住民を行政規制によって「反射的」に救済・保護をう
けるものでしかないという理解を修正し、まさしく工場・鉱山等の建設計
画の時点から、行政による規制権行使、そして救済という全環境行政過程
において、住民を法関係の主体に加える三面構造的視点（規制行政庁と加
害企業と住民）に変換しなければ、複雑で多面的な性格を有する環境問題
から現在の中国の住民を保護できないとの視点が、本論文の骨格部分を貫
徹している点が評価できよう。この視点は、日本の行政法学や環境法学に
おいては常識的であるともいえるが、日本とアメリカの環境規制体系に比
較法的に触れるなかで、中国の現状の環境規制の問題析出と改革の方向を
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模索する中心点に、この視点を再定位することは常識的なものでなく大き
な意義がある。本論文では、日本や中国において十分に評価されていない
オーフス条約の内容に踏み込み、そのなかの公衆参加の実質化を保障しよ
うとする手法を高く評価する基礎になっているのも、中国環境規制のある
べき三面構造的理解が基礎になっているからであろう。  
しかし、本論文にも問題がないわけではない。まず、日本の豊島事件を
契機として成立した日本での環境行政関係法の改正を本論文は高く評価し
ているが、日本の環境行政の改革を自治体が先導したことの事実と意義の
分析が十分でない点がある。国法レベルでの環境行政関係法改正の実現の
まえに、国からの批判に抵抗しながら、自治体が様々な革新的環境規制手
法を成立させており、これが国法レベルでの改正の基礎となったことの歴
史的意義を正確に踏まえ、この視点から中国の環境行政の改革を展望する
視点が欲しかったところである  
さらに、環境行政の実効性確保を広い視点から検討していることは評価
できるとしても、特に環境行政領域での行政強制の前提となる法的義務を
作り出す中国の作用法上の規制（処分）システムが十分なものかについて
の検討・論証という点につき、若干の物足りなさを感じる。この法的規制
システムが一定水準にあることの論証が、行政強制を語る前提となるから
である。  
そして、本論文は、日本の公害等調整委員会や都道府県公害審査会等を
環境規制にかかわる第三者組織として高く評価するが、日本での環境規制
の発展にとってより重要な機能を担った議会、住民運動組織との関係の理
解がアンバランスであるとともに（公害等調整委員会等の過大評価）、第三
者組織を高く評価するのであれば、困難とはいえ、中国の環境規制領域で
考えられる第三者組織の具体像を示してほしかったところである。そして、
中国の環境問題については、たとえばＰＭ２．５問題が提起するような国
際環境問題にとっての中国の環境規制という問題意識も示してほしいとこ
ろであった  
以上のような問題点を指摘したが、本論文は日本、アメリカ、カナダの
法制との比較を基礎に、現在の中国で緊急に解決しなければならない環境
破壊問題に行政法の観点から果敢に取り組んだ学術論文であるとともに、
この研究成果は中国の環境行政改革のための有益な改革プログラムを提供
するものになっている。  
11 
 
Ⅳ．結  論  
  以上の審査の結果、後記の審査委員は、本論文の提出者が博士（法学）
（早稲田大学）の学位を受けるに値するものと認める。  
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